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○森光座長 それでは、定刻となりましたので、第８回「加工食品の原料原産地表示制度

に関する検討会」を開催させていただきます。 

 本検討は、公開で行います。 

 本日は、市川委員から御欠席の報告をいただいておりますので、私を含めまして16名の

出席となります。櫟委員も今、到着されたということで、16名の出席でよろしくお願いい

たします。 

 それでは、ここで報道関係者の方は傍聴席へお移りいただきますようお願いいたします。

カメラの方につきましても、御退席または御着席をお願い申し上げます。 

 それでは、事務局より配布資料の確認をお願いします。 

○赤﨑食品表示企画課長 それでは、資料の確認をいたします。 

 お手元にお配りしております配布資料一覧とあわせて御確認願います。 

 まず、議事次第、それから座席表、次に資料１「原料原産地表示の表示方法の検討につ

いて」、資料２「原料原産地表示の対象とする原材料の範囲の検討について」、資料３「加

工食品の原料原産地表示に対する要望」でございます。今回も地方公共団体等から御意見

が寄せられております。 

 また、本日欠席しております市川委員より意見書が提出されておりますので、机上に配

布させていただいております。 

 委員のお手元には、このほかに、第７回までの検討会資料一式、これまで提出された要

望書等のつづりを机上配布資料としてお配りしております。 

 以上が本日の資料でございます。過不足や落丁等がございましたら、別途、事務局に御

連絡を願います。 

○森光座長 ありがとうございました。 

 本日の議題に入ります前に、まず私のほうから本検討会の趣旨と今後の進め方について

御確認させていただきます。 

 本検討会は、開催要領にも定められていますように、加工食品の原料原産地表示の拡大

に向けた具体的方策について、実行可能性を確保しつつ検討を行うとされています。この

検討の手法については２つあると思います。 

 １つは、これまで義務化されている品目に実行可能な品目を順次追加する方法です。過

去の経緯を見ますと、大きな品目拡大には限界があるようですし、品目ごとの検討では、

さまざまな品目のある加工食品を個々に検討するため、大変時間がかかってしまうという

ことも事実です。 

 ２つ目の方法としては、全ての加工食品への導入に向け、全ての加工食品を対象に実行

可能な共通ルールをつくるというアプローチをとるというものです。本検討会は、本年１

月から議論を開始させていただいておりますが、既に９月に入っております。既に、検討

会の意見集約の予定である秋になっております。その間、本年６月２日には、日本再興戦

略2016が閣議決定され、原料原産地表示について、全ての加工食品への導入に向け、実行
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可能な方策について検討を進めるとされました。 

 私、座長といたしましては、こうした動きから、２つ挙げました方法のうち後者の方法

をとる。その形で拡大に向けた具体的な検討を鋭意進めていきたいと思っております。今

後、ことしの秋をめどに中間取りまとめに向け、検討会としての意見を集約するべく具体

的な議論をしっかり行い、最終的に皆様の御理解と御納得をいただく形で整理を行いたい

と考えております。 

 今回の資料につきましては、以上、お話ししましたことを踏まえまして、これから建設

的でより具体的な議論ができるように用意いたしました。まずは、全ての加工食品を対象

として実行可能性の検討を進めたいと考えております。既に対象をどうするとか、あるい

は消費者の関心はどこなどという議論の段階ではなく、まず主語であります全ての加工食

品に対することを目的に議論を進める段階だと考えております。 

 前回までの意見で、消費者側の意見としまして、求める情報としては国別表示が原則で

あるとの意見が多いように感じました。そこで、国別表示を原則として検討を進めること

とし、ただし、事業者の実行可能性を踏まえると困難な場合もありますので、あくまでも

国別表示を原則とした上で、一定の条件のもとで事業者の皆様が実行可能な表示方法をと

ることを認める。そして、同時に、消費者の誤認を防ぐ方策についても講じていくように、

皆様からのお知恵をおかりして、こういった観点で本日は議論をぜひ進めていきたいと考

えております。 

 本日の議題は、前回に引き続き、実行可能な方策についての検討としております。前回

の検討会で可能性表示、大括り表示及び加工地表示についてのイメージが示されたところ

ですが、今回はあくまでも国別表示を原則としつつ、国別表示が困難な場合として、すな

わち条件をもって、これらの表示を認める場合の条件、さらに消費者に誤認を与えないた

めの方策などについて、さまざまな場合について資料を用意させていただきました。これ

を踏まえまして、委員の皆様には、どうかそれぞれの手法について、資料をもとに実行可

能か否かを認める場合の条件や、誤認を防ぐための適切な観点であるかどうかを御議論い

ただきたいと考えております。よろしいでしょうか。 

 では、事務局から資料について御説明をお願いいたします。 

○船田食品表示企画課課長補佐 食品表示企画課の船田です。私から、資料１及び資料２

について、続けて御説明いたします。 

 まず、資料１の「原料原産地表示の表示方法の検討について」をごらんください。 

 ただいま座長からも御紹介ありましたとおり、前回の検討会で、可能性表示、大括り表

示及び中間加工原料の表示についてのイメージをお示ししたところです。今回は、現行の

国別表示を原則としつつ、国別表示が困難な場合として、これらの表示を認める場合の条

件、さらに消費者に誤認を与えないようにする方法などについて、さまざまな場合を想定

しまして、それらに対応した表示例をお示しさせていただきました。これから御紹介する

例を参考に、いろいろ御議論いただければと考えているところでございます。 
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 まず、１ページ目、国別表示です。 

 資料の左の囲みのところに、今の原料原産地表示についての国別の表示ルールの原則が

書いてあります。 

 現在、原料原産地の表示ですが、国名を表示することが原則となっています。その場合、

国産にあっては国産である旨、輸入品にあっては原産国名を表示します。 

 原産地が２か国以上ある場合にあっては、重量順に表示することとなります。 

 なお、原産地が３か国以上ある場合にあっては、重量順で３か国以下を「その他」と表

示することができます。 

 右側に表示例を一部お示ししておりますけれども、例えば合挽き肉の場合、豚肉（アメ

リカ、国産、その他）という書き方があります。 

 続きまして、２ページ目をごらんください。 

 これまでも、原料原産地については、原則、国別表示を行うことをルールとして定めて

きております。しかしながら、過去の検討会では、全ての加工食品に国別表示を行うこと

は難しいとされてきた経緯がございます。 

 国別表示が難しい場合というのはどういう場合かということで、左の囲みの中の３つが

あると考えているところです。 

 １つ目としましては、２か国以上の輸入原料を扱う場合、原材料の輸入先国の変化に応

じて、準備する包材の種類が多くなり困難性が増す場合です。つまり、複数の産地の原料

を扱う場合には、前回の検討会でもお示ししておりますけれども、資料３、４ページにあ

りますように、表示が何パターンにもなる可能性がございます。この場合、商品ごとに包

装資材を準備することになりまして、事業者にとって、その都度、表示の切りかえなどの

困難性が増すということは、これまでのヒアリングの中でも述べられてきております。 

 ２つ目としましては、１の場合と重なる点があるのですけれども、産地や重量順を特定

することが困難な場合がございます。 

 ①として、原材料の輸入先国が頻繁に変化する場合。例えば、同じ商品でも、時期によ

り１か国のみを使う場合、２か国を混合して使う場合、場合により３か国を併用する場合

があるということでございます。 

 ②としまして、使用する原産地は決まっているけれども、品質を一定にするために配合

割合が変更になることで、重量順がその都度、変更される場合があるということ。 

 ③としまして、小麦粉や植物油などのように、複数産地の原料を分別せずにつぎ足しで

混合して製造する。それをさらにブレンドして最終製品をつくる場合などがあることが考

えられます。 

 ３つ目ですけれども、中間加工原材料を使用している場合があります。例えば、輸入で

中間加工原材料を使用した場合には、使用された生鮮原料の産地情報までは伝達されない

ということは、過去の検討会でも御説明しているところですけれども、産地情報が不明と

なることもあるということ。あと、これまで御説明した中で、製造の工程が複雑で、幾つ
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もの原材料から構成されるものについては、個々の原料にさかのぼることが困難な場合も

あるということでございます。これが中間加工原材料という考え方になります。 

 以上から、右上の囲みにもあるとおり、事業者の実行可能性を踏まえ、国別表示が難し

い場合の解決策としまして、「可能性表示」、「大括り表示」、「中間加工原材料の表示」

などの方法がこれまでも示されてきております。 

 ただし、過去の検討会でも、それぞれの方法については慎重に議論すべきとされており

まして、右下の囲みにありますけれども、それぞれの表示方法について、認める条件、誤

認を防止するための方法を明確にすることが必要と考えられます。 

 続きまして、３ページに移ります。今回、例示として示した食品ですけれども、前回の

資料と同様のものを扱っております。３ページは、こいくちしょうゆの大豆に着目した場

合の例示となっております。 

 今回は、大豆の原産地が多くなった場合の表示がどのようになるか、さらにイメージし

やすいようにということで、できるだけ多くの表示例をお示ししております。前回も説明

しておりますけれども、大豆の産地が１か国では１通り、２か国では４通りという形にな

ります。 

 ４ページ目ですけれども、ケース④、Ｄ社、日本を含め４か国扱っている場合ですと、

国別の原料使用のパターンは64通りの組み合わせになってしまうということでございます。

ただ、３か国以上はその他で省略できるというルールがございますので、その場合には組

み合わせ表示例というものは減ってくることになります。 

 これらを前提に、３つの方法について、それぞれ、認める条件、誤認防止の方法につい

て、これから御説明していきます。 

 ５ページ目、解決策の１つ目の例としまして、可能性表示がございます。 

 左の囲みのところで、可能性表示とは、国別に重量順を特定することが困難な場合、使

用可能性のある複数国を「又は」でつないで表示することができる方法です。ただし、こ

の場合、表示されている国全ての原材料が使用されているとは限りません。言いかえれば、

例えば工場で３か国仕入れていても、当該商品では、時期などにより、表示された国のう

ち１か国のみしか使用されていない場合もあるということでございます。 

 そのため、可能性表示が認められる場合はどのようなときかという条件の例を、右の囲

みに示してみました。 

 条件１としましては、使用する原料の産地は把握しているけれども、いずれかの産地を

頻繁に切り替えて使用することなどから、国別、重量順の表示が困難であること。 

 条件２としまして、過去の使用実績等が管理できている。つまり、仕入れる原料の産地

を把握しているけれども、例えば①「過去に使用して今後も使用」、②「新商品の場合で、

規格書等で今後使用する予定が確実」など、あくまで当該商品に使用する原材料の産地に

ついて担保できることとして、全く使用の予定のないものを表示することはできないとい

うことを想定しております。 
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 条件１、条件２、それぞれを満たした場合と考えているところでございます。 

 ６ページ目をごらんください。可能性表示を行った場合の誤認を防止するための方法の

例を示しております。 

 １つ目としまして、６ページの左のところです。表示されている原材料の一部産地が使

用されていない場合や、順番が変わる可能性があることを誤認させないため、過去の使用

実績等に基づくこと等の注意書きをすることを必須とすることになります。下の赤字の注

で書いてある「大豆の産地は、平成○年の取扱い実績の順に表示」などと表示してもらう

ことになります。 

 ２つ目としましては、表示されている原材料の一部産地の使用割合が極めて少ない場合

など、消費者が一定量入っていることを期待して購入すると、誤認を誘発する場合がある

ことです。それを防止するために、使用割合を表示するとか、○○産とあえて表示させな

いなどの方法をとることが考えられます。 

 いずれの方法でも、消費者への情報提供としまして、事業者は可能な範囲でウェブペー

ジ等に、原材料の使用実績等や国別情報提供に努めていただくということも考えておりま

す。 

 ６ページ右側ですけれども、参考としまして、時期的な産地の切り替えというのがどう

いうことかをイメージしやすくするために、玉ねぎを例にとりまして、１年間の月別の使

用産地の変更を表で示してみました。あくまでイメージとなりますので、実際には異なる

かもしれませんが、１月から３月までアメリカで、４月から６月は中国とニュージーラン

ドを使用する。７月から８月は中国のみとなって、９月から12月は中国とアメリカをそれ

ぞれ使用するという場合になります。 

 国別表示をすることになりますと、そこの下の４パターンの表示が少なくとも必要にな

ります。これを可能性表示であらわせば、そこの例示にありますけれども、注意書きをつ

ければ１パターンの表示を用意すればよいことになります。 

 ７ページですけれども、可能性表示の例をお示ししてございます。 

 ケース②の２か国の場合ですと、ここで示した例１もしくは例２になることになります。

例１は、過去１年の取扱い実績で産地を表示した場合で、例２は、過去２年の取扱い実績

で産地表示した場合の例となります。また、ケース③の３か国は例４となって、ケース④

の場合は例３とか例４を使うことになるという例示でございます。 

 注意書きがいろいろついているのですけれども、原材料の品目の輸入事情等々によりま

して表示の仕方が変わることが想定されます。 

 続きまして、解決策の２つ目、８ページになります。 

 大括り表示についてですけれども、左上の囲みで、大括り表示とは、複数の国からの輸

入原料を使用する時に、国別に重量順を特定することが困難な場合、「輸入」と括って表

示することができる方法です。つまり、外国産を全て「輸入」という２文字で置きかえて

しまうので、輸入か国産かの区別のみの形になります。 
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 その場合、大括り表示が認められるのはどのようなときかという条件の例ですが、左下

の囲みに４つの条件をお示ししております。 

 条件１として、複数の外国の間で、産地切替え又は混合割合の順位の変更が頻繁に生じ

るなど国別表示あるいは重量順の特定が困難であること。 

 条件２としまして、「２か国」あるいは、「３か国」以上の輸入原料を使用しているこ

と。１か国のみであれば、輸入という大括り表記はできないということになります。 

 条件３としまして、国産を使う場合「外国産」と「国産」の重量割合は把握しているこ

と。つまり、「、」で表示をつなぐという形ですけれども、あくまで現行の重量順という

考え方を原則として考えております。 

 条件４ですが、可能性表示と同様に、原料の過去の使用実績等について、ある程度把握

しておいてもらって、少なくとも外国産と国産の比率は管理する必要があるということを

想定しております。 

 これら１から４までの条件を全て満たすことを想定しております。 

 大括り表示を行った場合の誤認防止という観点から見た場合に、輸入か国産のいずれか

が使用されていることが８ページでは前提となりますので、可能性表示の２つ目の方策と

同様に、例えば国産の原材料の使用割合が極めて少ない場合などに、誤認を避けるため、

使用割合を表示するとか、表示させないなどの方法をとるということが考えられます。 

 また、大括り表示は外国の国別の情報がわからないということがありますので、可能性

表示と同様に、ウェブページ等で原材料の国別情報の提供に努めていただくことも考えて

おります。 

 表示例ですが、８ページ右下にありますように、輸入と国産という用語しか出てこない

のですけれども、ケース②とケース③については輸入のみの表示ということで済みます。

ケース④の場合には、３つの書き方があるということで、「輸入」とだけ書く、「輸入、

国産」もしくは国産が重ければ「国産、輸入」と書くという３パターンとなります。 

 続きまして、９ページをごらんください。これは、大括り表示と可能性表示をプラスで

つないでおりますけれども、双方を兼ねた表示ということになります。 

 左上の囲みのところで、国別に重量順を特定することが困難な輸入原料及び国産原料を

使用する場合であって、かつ、輸入原料と国産原料の重量順を特定することが困難な場合、

「輸入又は国産」、「国産又は輸入」と表示することができることになっておりますが、

簡単に言いますと、輸入と国産原料の重量順が特定できない場合の表示方法になります。 

 この大括り表示＋可能性表示が認められる場合の条件の例としましては、左下の囲みに

示しますように、３つの条件が考えられます。 

 条件１として、複数の外国の間で、かつ、外国と国産との間で、産地切替え又は混合割

合の順位の変更が頻繁に生じるなど国別表示あるいは重量順の特定が困難であること。 

 条件２と条件３については、先ほどの大括り表示と同じということになります。 

 いずれの場合も、条件１から条件３まで全てを満たせば、この大括り表示＋可能性表示
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を認めるということを考えております。 

 大括り表示＋可能性表示を行った場合の誤認を防止するための方法は、右側を見ていた

だきまして、１つ目としましては、あくまで可能性表示でありますので、外国産と国産の

順番が変わる可能性があることや一方が含まれない場合があることを誤認させないため、

可能性表示をした時には、過去の使用実績等に基づく等を注意書きしていただくことにな

ります。 

 ２つ目としましては、これは先ほどの大括りと同じですけれども、原材料の一部産地の

使用割合が極めて少ない場合に、割合とか○○産と表示させない方法をとることを考えて

いるということでございます。 

 ウェブページの活用も、この場合も同様でございます。 

 大括り表示＋可能性表示の表示例ですけれども、「輸入又は国産」「国産又は輸入」と

いう２パターンになります。可能性ということになりますので、重量順であることなどを

注意書きで示すことを必須とすることになります。 

 続きまして、10ページからは中間加工原材料の表示になります。 

 左上、製造地表示と書いてあります。使用する原材料が中間加工原材料である場合、中

間加工原材料の製造地を「○○製造」などと表示するということが書いてあります。前回

の検討会では、ここは「○○加工」という表示例をお示ししておりましたけれども、委員

から、「○○加工」では消費者への情報提供で誤認を与えるとの意見がありましたので、

今回、「○○製造」という文言に修正しております。 

 ここで「製造」と「加工」という用語の違いについて、御説明したいと思います。資料

が飛んで申しわけないですけれども、13ページを開いていただけますでしょうか。 

 食品表示基準Q&Aというものがございます。この中で「製造」と「加工」の定義というも

のを定めてあります。一般的には、「製造」とは、その原料として使用したものとは本質

的に異なる新たな物を作り出すこと。「加工」とは、あるものを材料としてその本質は保

持させつつ、新しい属性を付加することとしております。 

 下半分ですけれども、「加工」とはどういう行為を示すのですかという問いがあります。

「加工」には、本質的に変更を施さない、単なる切断とか選別等の行為が含まれておりま

すので、「製造」より広い範囲で捉えられています。そのため、中間加工原料の原産国、

国際的には製造国という考え方になろうかということでございますが、今回「○○製造」

という形で、「加工」ではなくて、もっと範囲を狭めた形で例をお示ししております。 

 一方、次の14ページもごらんいただけますでしょうか。産地の誤認防止という参考資料

をつけております。 

 これは、本検討会の中で、私からも一度御説明しているところですけれども、平成16年

当時に表示基準を改正しております。産地を強調した任意表示について、誤認防止のため

の基準というものを策定しております。現行の食品表示基準では、第９条の表示禁止事項

に、産地名を示す表示であって、産地名の意味を誤認させる内容を禁止しております。具
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体的には、当該表示が加工地を示すのか、原材料の産地を示すのか、不明確な表示を禁止

する措置となっております。 

 例示としまして、あじの開きの例が左に載っています。沼津産と単に表示した場合、沼

津産があじの開きの加工地を示すのか、あじの産地を示すのか、不明確な表示を禁止して

おります。表示を改善するために、今、改善表示例ということで、「加工地：沼津」もし

くは「あじの開き（沼津加工）」という表示させることとなっています。あじの開きは22

食品群に入るのですけれども、22食品群に入らない、例えばあゆの塩焼きの場合、どうな

のかということも同様の考え方で、A県産という言葉が、加工地なのか、あゆの産地を示す

のか、不明確であるということであれば、「A県加工」と表示する措置をとっております。 

 したがいまして、産地誤認の対策というのは、現行ルールの中では既に盛り込まれてい

るという状況でございます。 

 10ページに戻ります。 

 話を戻しまして、中間加工原材料の場合ですと、外国で製造されたものを輸入する場合

の表示として、そこに２つほど例示を示しております。 

 まず、１つ目が清涼飲料水の例で、りんご果汁を使用している場合です。ドイツ産とハ

ンガリー産のりんごをドイツで絞って果汁にしている場合と考えてください。製造地表示

の例では、りんご果汁の次に括弧を付して、果汁をつくっているところがドイツなので、

ドイツ製造という形になります。 

 また、チョコレートビスケットという２つ目の例を示しておりますけれども、原材料と

してチョコレートを使用しています。チョコレートですので、本来ですと右側に書いてあ

りますが、コートジボワール産、ガーナ産、インドネシア産のカカオ豆をカカオマスに加

工して、カカオマス、砂糖、ココアバターを使用してという形で複雑な工程を経ています。

そこがちょっとわかりづらいので、産地表示も伝わらないということであれば、製造地表

示ということで、ベルギー製造という表示を今回、お示ししております。 

 チョコレートというのは、２種類以上の原材料からなる複合原材料という考え方がござ

います。これは、表示基準の中にも決まっているのですけれども、原材料名の表示の仕方

として、チョコレートのみ表示することが認められている状況ですので、通常、チョコレ

ートの原材料のカカオマス、砂糖、ココアバターというのは表示されていないという状況

がございます。ですので、産地をさかのぼるということまではされておりません。 

 11ページをごらんください。先ほどのものが外国での製造ということですけれども、今

度は国内での製造という観点から見た場合になります。 

 食パンの例ですけれども、食パン、原材料として小麦粉を使用しております。通常、小

麦粉の場合ですと、アメリカ産、カナダ産、オーストラリア産、あと国産があります。小

麦を日本で小麦粉にして、その小麦粉をパンの製造メーカーが仕入れてブレンドして、食

パンを製造するという形の例となります。製造地表示としましては、右側に書いてありま

すけれども、国内で製造しておりますので、小麦粉の製造地である国内製造という表示に
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なります。 

 同様にマヨネーズの例があります。マヨネーズの例では、食用植物油脂を使用していま

すけれども、小麦粉と同様に、アメリカ産、カナダ産、ブラジル産、中国産の大豆を日本

で絞って油にし、さらにこれになたね油を混ぜて製造した食用植物油脂を仕入れて製造し

ているという例です。なたね油のなたねの産地を省略していますけれども、この場合のな

たね油も原材料の一部という形になります。 

 製造地表示の例が右側に書いてありますけれども、この場合も国内製造という表示にな

ります。なお、中間加工原材料の産地がわかる場合には、当該原材料の産地を表示するこ

とも可能となります。この場合も、ウェブ等での事業者の情報提供というものはしていた

だければと考えているところでございます。 

 以上で資料１の説明を終わります。 

 続きまして、資料２に移ります。「原料原産地表示の対象とする原材料の範囲の検討に

ついて」になります。 

 原料原産地の対象とすべき原材料の範囲を検討していただくために、前回はレトルトカ

レーとロースハム、そうめんの３つの例をお示ししたところです。今回の資料では、考え

られる条件によって、先ほどお示しした条件によって表示した場合の例もあわせてお示し

しております。あくまで検討の参考としていただくための例示をふやしたという考え方で

ございます。 

 １ページ目をごらんください。酢豚の例です。 

 そうざいという形ですけれども、加工食品の場合、さまざまな原材料を多用する場合が

ございます。これは、原材料の重量順１位、２位とも生鮮原材料であるという例としてお

示ししております。 

 右を見ていただければ、重量順第１位の場合、豚肉となりますので、豚肉の産地、アメ

リカ、メキシコ、カナダを書いていただいています。重量順第２位までということになれ

ば、たけのこの産地、国産というものを表示していただくような形になります。配合割合

で区切った場合にどうなるかということですけれども、50％で区切ってしまうと、第１位

の豚肉でも20％しか入っていませんので、この場合、50％以上の括りにしてしまうと、ど

の原材料にも産地の表示は行われない形になります。 

 ２ページ目、ごらんください。同様に、レトルトカレーの例となります。 

 この場合も、第１位牛肉（オーストラリア）、第２位にすれば、今度は中間加工原材料

であるチーズの国内製造という表示が出てきますという例になります。先ほどは生鮮と生

鮮の順でしたけれども、生鮮と加工の順となる例をお示ししています。この場合も、50％

ルールにしますと表示がされないという形になります。 

 ３ページ目になりますけれども、ロースハムの例です。 

 ロースハムの場合ですと、主原料が豚肉になりますので、第１位の場合ですと、豚肉（ア

メリカ）という産地表示。第２位まですると、還元水あめの産地表示がされます。ハムの
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ような製品ですと、50％以上でも第１位の表示がされるということになります。 

 ４ページ目を見ていただけますか。先ほどのロースハムと同様に、トマトケチャップの

場合ですと、トマトの配合割合55％ということで、50％を超えております。第１位ですと、

トマト（アメリカ、スペイン、チリ）という表示。第２位ですと、トマトの表示のほかに

糖類。この場合、糖類と括ってあるのですけれども、その中のぶどう糖果糖液糖（国内製

造）という表示がされるということでございます。50％以上という括りにすれば、トマト

の産地が表示されます。 

 ここまでは、第１位に生鮮食品が来るものです。 

 続きまして、５ページにチョコレートケーキを例に挙げております。 

 この場合、重量順第１位チョコレートということで、加工原料が出てきます。第２位に

した場合にも小麦粉ということで、加工原料が出てくる場合を例示しております。これら

の場合、50％以上の括りにしますと、それぞれ表示されないということになります。 

 同様に、６ページ、ドレッシングの例示ですが、これも第１位、第２位に加工原料が出

てきています。食用植物油脂なり醸造酢という加工原料の表示なので、国内製造、国内製

造という表示になり、50％以上ということで括ってしまうと、今度は表示されないという

ことでございます。 

 ７ページ目、乾燥スープの例になりますが、これも第１位、第２位、加工品が出てきま

す。チーズ（デンマーク製造）、クリーミングパウダー（国内製造）。50％以上にしてし

まうと、産地表示が出てこないことになります。 

 あと、チョコレートの製造地、ベルギーとか、チーズの製造地、デンマークという製造

地の情報というものがございますが、中間加工原材料の製造地の情報も、消費者にとって

原料原産地の情報としては必要な情報であると考えております。一口に加工食品と言いま

しても、使用される原材料の種類、配合の割合など、食品によっていろいろございますの

で、例えば対象を50％以上、さらに使用される生鮮食品の原材料に限ってしまうというこ

とですと、全ての加工食品を表示対象とすることができなくなってしまうということを、

御紹介しておきます。 

 このような状況を踏まえまして、表示対象とする原材料の範囲について御議論いただき

たいと考えているところでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○森光座長 御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいま事務局から御説明がありました内容について議論していきたいと思

います。時間としましては、全体として70分程度を予定しております。ただ、今回、第８

回目は、議論が拡散しないように、資料の内容ごとに４つに区切らせてください。まず、

資料１の１ページから７ページの国別表示と可能性表示、関連していますので、そこで１

個切らせてください。その後、８ページから９ページの大括り表示、及びその組み合わせ

である大括り表示＋可能性表示。そして、９ページの後の10ページ、11ページの中間加工
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原材料表示についてということが３つ。そして、最後に、資料２、どこまでの範囲を表示

するかという内容、以上４つについて、分けてそれぞれ意見を出していただきたいと思い

ます。 

 まず、資料１の１ページから７ページ。特に１ページから４ページは、国別表示のルー

ルとして一番根幹をなすところを含めまして、国名を挙げての可能性表示についての御意

見、御発言をよろしくお願いいたします。 

 岩岡さん、お願いいたします。 

○岩岡委員 全国消団連の岩岡です。 

 まず、２ページに原則、国別表示とする。ただし、云々で難しい場合がありますとなっ

ていますけれども、今、22食品群プラス４品目で、21％ぐらい国別表示がされているとい

うことですけれども、これが８割９割の商品に対して国別表示がされるのか、難しい場合

は例外ということなので、１割とかがされないのか。数字でわかるような、どういう見通

しなのかというのを少し御説明いただかないと、これで行けるのかどうかが判断できない

と思っていますというのが１点目です。 

 ２点目は、３ページ以降、国の名前とか、「又は」とか、表示されていますけれども、

実際のラベルの一括表示は、遺伝子組み換えとかアレルギーとか、既存のルールもありま

す。そうすると、かなり複雑になってくると思います。その辺がどうなるかということに

ついても、今の商品と既存のルールも含めて、表示の例を少し示していただきたいと思い

ます。要するに、わかりやすい表示になるのかどうかということを判断するためになりま

す。 

 ３つ目は、５ページの条件１の２行目に「いずれかの産地を頻繁に切り替えて」とあり

ますけれども、この「頻繁」ということについて共通認識するために何らかの定義づけが

必要ではないかと思います。 

 それから、６ページの、注意書きで、平成何年に取扱い実績の順ですとか、次の７ペー

ジでは、新しく発売されるものについては予定となっていますけれども、これは、今、手

にとっている商品の中身がどうなっているのかということを知りたいということから、か

なり範囲が広いものが書かれることになると思います。要するに、この商品は一体どうな

っているのかということを知りたい人は、現状のように、メーカーさんに電話するなりと

いうことをやることにしないと、正しい、今、手にとっている商品の中身がわからないと

いうことですので、こういうことで、これをラベルに表示する意味があるのかどうかとい

うことが、ちょっと首を傾げるところです。 

 以上４点です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 今、岩岡委員のほうから４点、意見が出ました。実際にこれがどのような既存のルール

とぶつかるか、ぶつからないかについてのほうは、特に。 

 事務局のほうからお願いいたします。 
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○赤﨑食品表示企画課長 それでは、ただいまの岩岡委員からの御質問に対して、お答え

できる範囲で御説明させていただきます。 

 まず、１点目の国別表示の割合がどうなるのかという点でございます。日本標準商品分

類ベースで見ますと、21.2％という御説明をさせていただいております。それが８割にな

るのか、９割になるのか、こういう御質問だったと承知しておりますけれども、具体的な

数字ということになりますと、加工食品というのはいろいろな種類がございます。同じも

のでも、製法も違ってくる。あと、具体的な制度の要件といいますか、具体的な制度をど

う設計するのかによって、国別表示の割合が当然変わってきますので、現時点では、今の

21.2％が何％になるのかという点につきましては、ストレートにお答えすることが難しい

と思っております。 

 ただ、先ほど事務局のほうから説明しましたように、可能性表示、大括り表示について

も、調達先が１か国の場合は、この資料では国別表示ということになっております。そう

いうことを考えますと、定性的にはふえるのではないか。ただ、定量的なところについて

は、今、具体的な数字として御説明することは困難ということでございます。 

 あと、３点目になります。この資料の５ページでございます。条件１の２行目に「頻繁

に切り替えて使用」とあります。この「頻繁」ということについては、何らかの定義づけ

が必要ではないかというお話でございました。この点につきましては、岩岡委員からお話

がありましたように、「頻繁」については、何らかの基準といいますか、これもまた委員

の皆様にいろいろ御議論いただければと思っております。 

 ただ、一定の期間にどれぐらいの回数・頻度で原産国、輸入している国の変更があるの

か。もしくは、それぞれの国からの調達割合の変更があるのか。そういったものを踏まえ

て、ある程度客観的でわかりやすいルールというのを定めていく必要があるものと思って

おります。ただ、その点につきましても、この場で委員の皆様からいろいろな御意見をい

ただければと思っております。 

 ４点目になります。資料１の６ページ、７ページの注意書きのところで、実績の順に表

示といった記載がございます。これについては、今、手にとっている商品の具体的な産地

を知りたいという方から見ますと、まだ物足りないのではないかという御趣旨の御発言だ

と存じております。この点につきましては、冒頭、座長及び事務局から説明しましたよう

に、国別表示が望ましいと我々も考えています。国別表示となりますと、重量順に多くの

原料を調達している国から順番に書くことが基本になります。 

 ただ、可能性表示を検討している前提としては、国別表示が難しいといいますか、実行

可能性の観点から、いろいろ考慮すべき事由があることが前提になっております。したが

って、そういった場合は、従前の国別表示が難しいという中で、どうすれば、それにかわ

るものとして消費者の方々に意味のある情報を提供できるのかという問題意識に基づいて

表示のイメージを作成しています。 

 その意味では、今の国別表示と比較しますと、これは岩岡委員がおっしゃるとおり、ま
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だ情報としては不十分ですが、本来的に国別表示が難しい中で、それにかわるやり方とし

て、どういう要件で、どういった内容の情報をお出しすれば、消費者の方から見ますと、

これまでと比較して意味があるものと受け取っていただけるのか。そういう観点から整理

しているということでございますので、ぜひ御理解いただければと思います。 

 あと、岩岡委員からの２点目の御発言でございます。実際のラベルというのは、遺伝子

組み換えを含めていろいろあるので、かなり複雑になってくる。そういったことも含めた

表示の例ということでございますが、これにつきましては、今日、お出ししておりません

が、資料２の２ページをごらんになってください。１ページ以下、いろいろ記載がござい

ます。実際の表示例というものをつけてございます。まずは、これをベースに、今、当方

から御説明させていただいたいろいろな表示例というものを重ね合わせて、ちょっとイメ

ージを持っていただければと思っております。 

 とりあえず、事務局、消費者庁のほうから、以上でございます。 

○森光座長 農水のほうからもお願いいたします。 

○島﨑農林水産省消費者行政・食育課室長 補足の説明になろうかと思いますが、少し説

明させていただきます。 

 まず、岩岡委員からありました、数字でわかるような資料。原則、国別表示はどのぐら

いふえるのだろうかというお問い合わせがありました。以前、20％という数字が出ており

ました。今回、幾つか表示例がありますけれども、今回の場合は以前の考え方と違います。

つまり、以前は、この品目とこの品目に表示の義務づけをします、という方法でしたが、

今回は、同一品目でもいろいろな表示の形態があり得るということです。 

 つまり、Ａという企業は、同じ品目をつくっていても国別表示します。同じ品目でも、

Ｂという企業は、うちは原材料をいろいろなところから入れますので可能性表示をします。

うちはこうこうで、中間からつくっていますので中間表示をしますというふうに、品目別

に区切られた表示ということは想定しておりません。したがって、今、消費者庁からお答

えがありましたように、国別表示がどれくらいになるのかという想定は非常に困難ではな

いかと考えております。 

 それから、条件についてお話がありましたけれども、これはここの検討委員の皆様から、

条件とはこういうものがいいのではないかとか、あるいはこういうところを条件として使

うべきじゃないかという御提案をしていただきたいと考えております。この検討会そのも

のが、ある意味皆さん方でつくり上げていただくという一つのポジションであるかと思い

ます。 

 最後に、中身と違う可能性がありますねという話がありました。資料の中にも、可能性

表示であれば、Ａ又はＢ又はＣというときに、全ての国が使われているわけではないとい

う御説明をしておりますけれども、私ども、農林水産省として、これはまた企業さんに聞

いてもらえばいいのですけれども、いろいろな企業にヒアリングをさせてもらったときに、

そのこともお伺いしました。問い合わせがあったときに、どうお答えになっていますかと
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いう質問をしたときに、私が聞いた限り、多くの方が可能性で答えています。Ａ国または

Ｂ国またはＣ国ですというお答えをされているケースが圧倒的に多かったと記憶しており

ます。 

 その後に、そのお答えで消費者の方は満足されましたか、不満を漏らしましたかと聞く

と、私の聞いた限り、全ての企業さんが、いえ、納得して、それで終わられていますとお

答えをいただいております。また、実際の事例がありましたら、御紹介いただければと思

います。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 ただいまの意見に続きまして、国別表示と可能性表示につきましての御意見がございま

したらお願いいたします。 

 櫟さん、お願いいたします。 

○櫟委員 日本チェーンストア協会の櫟です。 

 日本チェーンストア協会では、各社スーパーの関係の人と、話をしました。皆さんから

声が出たのは、スーパーの現場で原料原産地が問題になるのは、特定の国や地域のもので

ないことを確認したいというお客様が圧倒的に多い。 

 今回の、全ての加工食品に原料原産地表示を拡大することを法令によって無理に義務づ

けることにこだわって、今、検討に挙がっているような曖昧な表記と誤解されるような制

度を立案することは、かえって食品表示に対する信頼を後退させて、消費者の不安を増大

させることにつながりかねず、そのような制度にならないように、十分に、かつ慎重に検

討する必要があると考えるというのが大きなところです。例えば可能性表示で、スーパー

のプロセスセンターのラベルは表示面積が限られているので、表示するとすると、３品目

めに「その他」と書かざるを得ない。お客様から「その他」で何を使っているのですかと

問い合わせが来たときに、ある特定国の原料を使っていると答えたら、お客様は、悪意を

もって、その特定国を隠しているのですねということで、大きなトラブルになることは大

いに考えられます。 

 また、可能性表示の内容を消費者の皆様がどういうふうに理解していただけるかという

ところが問題です。表示されている国全ての原料が使用されているとは限らないとか、ま

た、表示されたうちの１か国のみが使用されている場合もあることを、消費者の方が正し

く理解されて読み取っていただければいいのですけれども、読み取っていただけないとす

ると、スーパーにいっぱい問い合わせが来てしまうことになると思います。 

 さらに、先ほどおっしゃったように、一つの品目に対して、あるメーカーのものは国別

に表示があって、あるものは可能性があって、あるものは一括表示しているというのを消

費者の方々が理解して、購入されるのかというところが不安であるし、十分な検証が必要

なのではないかという話が出ていました。 

 また、誤認を防止するための方策として、過去の使用実績に基づくこと等を注意書きす
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るということは、先ほどの岩岡委員と一緒で、これで消費者の方は本当に満足されるのか

どうかというところの検証も必要と思います。 

 加えて、可能性表示で「又は」でつないでいくという話をしたときに、現在、加工食品

の栄養成分の表示ということで、各社、ラベルを今までどおりでいいのか、さらに大きく

しなきゃいけないのか、はたまた、２枚ラベルを張っているのを、１枚のライナーレスと

いう、文字数は限りなく書けるようなものに変えなきゃいけない、設備投資しなきゃいけ

ないのかとか、いろいろ考えられているところです。ようやく今までどおりで行けると思

っていたのに、こういうことがあるとすると、その結論は先延ばしにせざるを得ないのか

なとか、コストアップはしてしまいますねという声がありましたことを伝えておきます。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございました。 

 ただいまの御意見につきまして、いかがでしょうか。また、新しい意見。 

 齊藤委員、お願いいたします。 

○齊藤委員 最初の括りで、国別表示と可能性表示の部分というお話ですので、そのこと

に絞ってお話をさせていただきたいと思います。 

 ４ページに国別表示の例示が出ていまして、64通りは難しいので、３か国以上の場合の

表示の例が出て、その他表示ということになっております。これは、国別表示の場合は重

量順ということであれば、この順番で、その他ということもある程度許容できるかなと思

いますが、これを可能性表示に当てはめて７ページで見ますと、一番下の例４に「アメリ

カ又はカナダ又はその他」となっております。そうすると、先ほど来お話がありましたよ

うに、アメリカを使っていないこともあるし、カナダを使っていないこともある場合に、

その他産であるという表示になってしまうのは、誤認しやすいといいますか、不親切な表

示の仕方。 

 ですから、可能性表示については、国数をある程度限定しないといけないのではないか

という感想を持ちます。物によっては二十数か国というのもあると伺っておりますけれど

も、それは非現実的で並べ立てができない。かといって、４がいいか、５がいいか、３が

いいかというのはいろいろ議論の分かれるところでありますけれども、できるだけ誤認を

与えないということは、使っている国の上位何か国までとか、そういうあらわし方はあっ

ていいのではないかと思いました。 

 それから、消費者が満足するかという点においては、国別表示が最大の満足であります

から、それ以外の部分は、満足するかという意味では不満足な部分があるということは、

指摘しておかなければいけないと思います。しかし、だからといって、表示しないことに

よる利益というものがあるのかといえば、そうではない。ある意味では、国産のものなの

か、逆に特定の国のものが入っていないのかという情報の提供には、一定程度応え得るも

のだと理解すべきではないかなと思います。 

 その上で、１点確認でありますが、今日、市川委員、御欠席で、資料提出されておりま
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す。表裏ありますが、その表のページの下から４行目に、この可能性表示に関連する中国

または国産の表示が、かつて農水省で優良誤認に当たるという見解があったということの

表記がされておりますけれども、この事実確認についてお聞かせいただければと思います。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 今の件はよろしいですか。 

 お願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 先ほどの齊藤委員の御発言の中で、優良誤認に当たるのかどう

かという御質問がございました。これについて、わかる範囲で御説明させていただきます。 

 まず、２つに分けて御説明させていただきます。いろいろ検討しております可能性表示、

いわゆる又は表示について、景品表示法上の優良誤認、不当表示に当たるのかどうかでご

ざいますけれども、この点につきましては、今、検討中の可能性表示の場合は、国が定め

るルールという位置づけになろうかと思います。その意味では、事業者がみずからの主体

的判断によって行うものではなく、定められた表示ルールに基づいて可能性表示を行うも

のでありますので、実質的な意味での違法性は認められないのではないかと考えておりま

す。 

 ただ、この可能性表示を認めるにしても、今回、御説明したことと相重なりますけれど

も、例えば国産または外国産のいずれか一方であることが明らかな場合にも可能性表示を

行うことは疑義があります。 

 あと、いろいろな必要な情報提供、今回も注意書きという形で例示として御紹介させて

いただいていますけれども、そういった取り組み、表示を行うのであれば、冒頭言ったよ

うな実質的な意味での違法性が問題となることはないという判断、解釈をしております。 

 もう一つは、過去の中国または国産の表示が優良誤認に当たるという点につきましては、

あくまで現行のルールの中での解釈ということでございます。そういう中で、これは実際、

中国または国産という表示がどんな状況でなされたのか、これは市川委員がおられません

ので、詳細はちょっとわかりません。ただ、この点につきましては、今、国のルールとし

て検討しているものではなくて、これまでの現行の表示の中で出てきた問題だろうと理解

しておりますので、これも表示全体を見ての判断になりますけれども、優良誤認に当たる

という見解だったということであれば、その状況次第ではないわけではないのかなと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 ここまでの流れとしては、先ほど岩岡委員が言ったように、「頻繁に」という文言につ

いては、確かに定めるルールが必要であろう。また、齊藤委員のほうから出ましたように、

「その他」しか入っていない場合には、ある程度の歯どめをする。逆に言えば、上位何か

国まで。たしか農水からの資料で、以前、多くても４か国が大半で、二十か国というのは
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特例だった。それでいけば、最大でも４位。それは、運用の中でうまく見えてくると思い

ます。 

 竹内委員にお伺いしたいのですけれども、可能性表示のところで「又は」という言葉が

出ていますが、先生から見られて、条件と誤認するというところで何か注意事項等がござ

いましたら、御意見いただきたいなと思いますが。 

○竹内委員 実は、前回まで私は大括り表示がよいと思っていましたが、改めて今回の資

料を拝見して、可能性表示で「又は」という表示もあり得るだろうと、意見がちょっと変

わってきています。その理由は、冒頭、座長がおっしゃっていたように、国別表示が原則

ということを前提に考えますと、22食品群プラス４品目が国別になっている。 

 一方で、今回、検討する全ての加工食品に対応するということで考えたときに、どうし

てもダブルスタンダードになります。そのギャップをより少なくするということで、国別

表示が原則であるのであれば、可能性表示について具体的に条件を詰めていって、「又は」

という言葉が入ったとしても国を明示する。これがいいのではないかと、私自身は考えが

変わってきております。そのときに、確かに「又は」となると、入っていなくも国名が表

示されてしまうということで、「どんな条件が」について、皆さんのお知恵をここで集め

ていくことになろうかと思っています。 

 ただ、どういう表示をしたとしても、全ての消費者が正しく理解してくださるという状

況はなかなか想定しにくい。それが現実ではないかと思っています。そんなことを言って

しまいますと、身もふたもない感はあるのですが、その中で現実的な表示スペースの問題

等もありますので、上位何位までという条件、これも５も６もというわけにもいかないと

思いますので、今、出ている線、３とか４ですね。一方で、実際の22食品群プラス４品目

については、その他というのが認められている。こういう中で、条件を細かいところまで

検討していく。これが現実的ではないかと、こんなふうに考えております。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 富松委員、お願いいたします。 

○富松委員 全ての加工食品に対する義務表示というのは、難しいというのが私のもとも

との意見でしたが、何らか原料原産地表示をしていかねばならぬという前提に立ちますと、

可能性表示を中心に考えていただきたいなと思います。可能性表示の問題点としては、情

報の真正性というものがあろうかと思います。データの真正性の担保を重視すると、それ

に対するコストが大きな負担となります。実はこの議論の序盤で、全ての加工食品への義

務表示に強く反対していたのはそこでございました。真正性を確保しろ、それで表示しろ

ということであれば、事業者の負担は大変大きなものとなることが私たちの心配事でした。 

 可能性表示では真正性は多少低下しますが、国別の名前も出てきますし、何かの根拠を

示すことによって、曖昧な部分をできるだけ減らしていくことができるのではないかと思

います。 
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 今回、提案いただいているのは、大括り表示にするか、可能性表示にするかという議論

ではなく、両方から選べるということであれば、実行可能性は非常に高いと思いますが、

中でも可能性表示について考えていただきたいのは、例えばことしの国内の農産物の生産

において、好ましくない状況がたくさんございました。 

 １つは、ことしの小麦の生産量は100万ｔを超えています。去年は85万ｔでした。一番少

なかったのは平成22年の57万ｔ。小麦関係者にお話を伺ったところ、この15万ｔを消化す

るためには、今まで使っていなかったようなものにも使わないと消化できないという話を

聞いています。もし大括り表示であっても、国名表示であっても、この制度が入っていれ

ば、その15万ｔは、廃棄するか、もしくは表示を変えた包材をつくり直して出さねばなら

ないということがあったかもしれない。 

 一方で、皆さんも御記憶があるかと思いますけれども、５月にベト病が佐賀と兵庫では

やり、玉ねぎの価格が高騰いたしました。９月になれば北海道の新玉が入ってくるわけで

すから、何とかなると思っていましたが、その北海道が台風の被害を受けております。今

はまだ値が上がっていないのは、在庫を消化しているからだと聞いています。この影響が

まともに来ますと、例えば大括り表示が義務表示であった場合、事業継続ができないとい

うか、表示に合った原料が調達できない事業者も出てくるのではないかと思っております。

硬直的な表示は非常に困ります。そういう意味では、フレキシビリティーが高いのは可能

性表示だと思います。 

 長くて申しわけありませんが、もう一つだけ言わせていただきたいのは、委託先の問題

です。委託先に対しては、委託元から委託先に条件を出します。こんなものをつくってく

ださい。委託先は、それを受けて、それに合ったものをつくらなければいけません。その

中に、もし原料原産地表示の前提、例えば国産の原料を使うというものが入っていたとし

ます。そうすると、ことしのような場合、製品がつくれなくなるわけです。そのときに欠

品になります。欠品によって、もし委託元のブランドを棄損するようなことがあったら、

場合によっては罰金を払わされることもあります。 

 こういった状況を考えますと、硬直的な表示を前提とすると、中小企業は確かにことし

のような状況においては事業継続ができない可能性があります。そういったところも十分

に御配慮いただきたい。ただ、今日のお話は両方選べるということですので、これだと実

行可能性は高いなと思っていますし、強く反対するものでは全くありません。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 田熊委員のほうから手が挙がりました。田熊委員、お願いいたします。 

○田熊委員 いろいろお話を聞いている中で、国別表示をしないといけないときに、条件

として印刷しなきゃいけないのか、ウェブ上で可能なのかということで大分変わってくる

のではないかと思っています。ウェブ上でしたら、いろいろやり方はあると思っています

ので、できましたらウェブ上も認めていただきたいという意見です。 
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 あと、先ほどからいろいろな意見がありました「その他」表示ということで、前回も紹

介があったと思いますけれども、伊藤園でも野菜ジュースで使っています。問い合わせが

あるかというと、問い合わせはありません。また、インターネット上でも、可能性表示で、

１材料ですけれども、５か国の表示をしているのですけれども、それに対しても問い合わ

せもなく、お客様から何ら御指摘も受けていないという状況です。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 最後に、消費者サイドのほうから、今、言われました誤認ということに関する。では、

夏目委員のほうからお願いします。あとは、ウェブなのか、表示なのかというところも御

意見いただければと思います。 

○夏目委員 さまざまな意見が今日も出ましたけれども、原則国別表示、これは消費者が

望むことでありますので、できるだけそうしていただきたいという意見はずっと同じでご

ざいますけれども、できないという部分があるというのは、これまでのさまざまな意見で

明らかになってきております。現状、二十数％しか表示されていなくて、残りが表示され

ていない段階から進めていくためには、消費者としては非常に妥協せざるを得ないところ

もあるのかな。100％の表示を望む、消費者が全て国別表示にしてくださいといったら、も

うこの議論は進まないわけです。それでいいのかどうかということも、消費者サイドも考

えなければいけないと私は思っております。 

 そういう意味で、今回の資料は、可能性表示、大括り表示、それから加工地の話ですけ

れども、事務局としてはより踏み込んだ資料をお出しいただいたと思っております。確か

に可能性表示だけでは不足ですので、そこに新たな注意書きをするとか、注意書きで書け

ないものはウェブを使う。これは当然のことかと思います。 

 その注意書きのところも真正性が担保されなければいけないというお話も今、出てきま

したけれども、使用実績に基づく重量順位であるということになれば、使用実績というの

は当然わかっているわけですから、ある意味では合理的な根拠になるのかなと思っており

まして、注意書き、ウェブ上のものをつけて表示することによれば、全くないところの消

費者の誤認よりも一歩進んでいると、こんなふうに思っております。 

 これまでも何度も申し上げてきましたけれども、仕入れから、製造して仕入れ先に届け、

販売するという事業者の責任として、何を使っているかということがわからないというの

は、消費者としてはなかなか理解しにくいところがあって、自分のつくるものはどこから

来てというのは当然だと思うのですけれども、そうは言っても、そうできない場合もあり

ますので、そこは消費者側もきちんと理解しながら。 

 もう一つは、消費者がどこまで理解できるのかというお話がございました。これは、表

示だけじゃなくて、さまざまなルールを変えていくときには、当然、そのルールを変える

ことについて告知し、啓発し、広めていくということもしなければ、実際には新しいルー

ルは浸透していかないわけですので、前回のときに池戸副座長からも御発言ございました
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けれども、新しいこの表示制度も、消費者が正しく理解して、そして積極的に活用してこ

そ、いい方向に向かっていくという御発言がありまして、そのとおりでございます。 

 消費者も、もう特定の国にこだわることから卒業してもいいのではないかと私は思うわ

けでございます。だって、日本の事業者が生産してくれる外国へ行って、実際に生産現場

で指導しているという実態もあるわけでございます。確かに、過去には外国産のものがい

ろいろな問題を起こしたことがございますけれども、そこは乗り越えて、40％を切ってい

るような食料自給率の日本ですから、そこはもう少し消費者側も賢くなってもいいのかな

と思います。 

 長くなりました。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 永田委員もお願いいたします。 

○永田委員 先ほどのインターネットの表示ということですけれども、私たち消費者とい

うのは、商品を購入する際に店で包装を見て選ぶわけですね。もちろん、インターネット

をお使いになって確認できる方もいらっしゃるし、その場で端末を使ってインターネット

の情報を見ることができる方もいらっしゃるかもしれませんけれども、ほとんどの消費者

は包装を見て選ぶということで、ウェブ上だけで表示するというのは非常に困るなと思い

ます。 

 それから、私もこの前まで大括りということで考えていたのですけれども、実はこの件

について、私たちの研究会でいろいろ話をしましたところ、どちらかというと消費者とい

うのは、どの国の原料を使用しているかということを知りたい。可能性表示というのは、

消費者の誤認を招くおそれはあるのだけれども、輸入国が表示されるということから、消

費者の、どの国の原料を使用しているかという希望には応えているのではないかという意

見がかなり多く出ました。ですから、従来品では過去の使用実績とか、新製品は、規格書

等で原料の原産国が把握できるのであれば、可能性表示を検討してもいいのではないかと

いう意見が多かったです。 

 でも、先ほどおっしゃっているように、使用実績の多いところからだらだらと表示する

わけではなくて、何位までと決めて、それ以降はその他。その他の場合は、ホームページ

等で補完すると、安易にだらだらと国を並べて、その中に国産という表示を盛り込んで列

挙することがないように、消費者の誤認を防ぐようなルール設定をしていく必要があると

考えました。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 少し時間が進んでおりますので、一旦ここで可能性表示に関するところ。可能性にかか

わるところですね。短い時間で、済みません、お願いいたします。 

○富松委員 可能性表示という言葉が誤解を生むのではないかと思っております。ここま

ではっきり注釈の中で、前年度実績とか過去の実績、それから今後の計画で表示するとい

うのであれば、可能性表示という表現ではなく、予定表示とか実績表示といった表現のほ
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うが、誤解を生まずに話を進めることができるのではないかと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 では、済みません、次のところ。８ページ、９ページで、大括り表示、また、それを組

み合わせていく大括り表示＋可能性表示というところについて、条件をよく見ていただい

た上で、誤認に関するところ。できましたら、それはだめだという意見の後に、こうした

らよくなるという建設的な意見がいただけると大変ありがたい話なのですが、いかがでし

ょうか。 

 武石委員、お願いいたします。 

○武石委員 大括り表示＋可能性表示のところで「又は」でつなぐところがあるのですが、

先ほど「又は」で優良誤認のおそれがないかという話をされて、事務局からその心配はご

ざいません、国として基本を定めてやるのでということでした。そうすると、現状、可能

性表示について、塩たらこの場合も可能性を過去の実績で表示していたものはいいですよ

となっているのですが、その場合であっても、「又は」を国産とつなげることはだめです

よと、はっきり禁じているわけですね。こういったものについて、これから恐らく見直す

ということになろうかと思います。 

 その場合は、どうやって誤認を防止するかということについて、より慎重な手当てなり

表示が必要かな、大切になるかなと考えております。それが１点です。 

 あと、今回、大括りも含めて、これから議論されますが、前回、市川さんが提案された

意見も含めて、今、議論している３案というのは、実は平成21年から24年にさんざん議論

されて、デメリット、メリットが一覧表になっているものですので、その点について確認

しながら、これを３つ組み合わせた場合にどういった問題点があるのかということを整理

していくことが大事かなと思います。 

 その点で１つ言うのであれば、先ほど櫟委員がおっしゃいました、品物によって表示が

まちまちになるのではないかということについて。島﨑さんは、それは明らかに商品によ

って企業の取り扱い方針が違えば、原料原産地表示がそれぞれ可能性なり大括りなり、又

は表示になるとおっしゃいましたが、それで本当に消費者の方が誤認といいますか、納得

するのかという点をきちんと消費者の方々に確認していただいて、品目によって原料原産

地表示がばらばらであっても、それで消費者が特に問題はないということであれば、それ

ほど事業者として問題にするということに当たらないと思います。 

 そこは、今回、３つ組み合わせた中で一番問題になってくる点ではないかと思うので、

この大括りのところでも結構ですので、その点についての御確認をいただけたらと思って

おります。 

 もう一点だけ。先ほど田熊委員もおっしゃいましたが、現実、伊藤園さんのように、QR

コードでウェブ表示しているところがございます。そういった意味で、前回から私どもと

してずっと主張しておりますのは、包材の切り替えがコスト上、一番問題になるので、そ

れが最低限なくなるような手法での表示等をぜひ検討していただきたいということで、包
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材上には、例えばお客様相談といったような最低限の情報だけ書いて、電話相談でもいい

し、ウェブ対応でもいいし、場合によっては店内でのポップ表示でもいいという形で、で

きるだけ包材の表示を少なくして、それ以外であわせて情報提供するということを考えて

いただきたいと思います。 

 今回の改正案でも、ウェブ上で情報提供しなさいということをセットでやらないと、実

現可能な方策というのは３案ともないと思いますので、そういったこともあわせて議論し

ていくべきだなと思っております。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。 

 どうぞ、お願いいたします。 

○岩岡委員 ２つです。 

 １つは、８ページの大括り表示を認める条件の例の条件１の３行目「重量順の特定が困

難である」ということが書いてありますけれども、そういった場合に、方法の例として割

合を表示するというのがあります。これが矛盾しているように思うので、もうちょっと説

明していただければと思うのが１点と。 

 それから、全体的にそうなのですけれども、大括り＋可能性ということの例が示されて

いますけれども、義務化すると、事後の検証がきちんとされることが当然担保されなけれ

ばいけないわけですけれども、その辺はどういうふうに現状と変化していくのかというあ

たりについても、一定御説明をいただきたいというのが消費者側からの気持ちです。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 どちらからか、御説明されますか。 

 では、赤﨑さんのほうからお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 まず、今の岩岡委員の１点目の御質問についてでございます。 

 ８ページの左側の条件１の重量順の特定が困難であることと、右側の割合表示の関係に

ついてでございますけれども、左側の条件１につきましては、大括り表示を認める場合の

幾つかあるうちの条件の一つということで、国別の重量順がわかれば、それは国別表示が

基本となりますが、それがわからないというのが大括り表示を認める場合の条件の一つと

なっているということでございます。 

 右側の「割合を表示する」については、表示されている原材料の一部産地の使用割合が

極めて少ない、ここで言いますと、輸入と国産となりますけれども、複数の外国の間で割

合がわからない、重量順の特定が困難であることに加えて、輸入・国産のどちらかの使用

割合が極めて少ないといった場合を前提に、ここにありますような方法をとることが考え

られるのではないか。そういう形でイメージを作成しております。 

 あと、済みません、２点目につきまして、もう一回御発言をお願いしてもよろしいでし
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ょうか。 

○岩岡委員 大括りなり、可能性という表示になっていきますと、義務化ということです

から、事後の検証がきちんとされるということが当然大切なわけでして、その辺がどうい

うふうに変化していくかというか、きちんとやられていくかということについても、消費

者としては御説明いただきたいという気持ちです。ですから、これは今すぐにということ

ではなくて結構ですけれどもね。 

○島﨑農林水産省消費者行政・食育課室長 事後の検証というものは、前回でも、ありま

した。監視活動のことをおっしゃっているのではないかと思いましたので、その点につい

て、再度お答えしておきたいと思います。 

 以前もお話ししましたが、例えば22食品群も国別表示で原料原産地表示をされています

し、また、表示というのは、それだけではなくて、原材料を書くためにもいろいろなルー

ルがあります。基本的には、多いもの順に書くルールがございます。そういうものは、い

わゆる科学的には両方ともなかなか発見できないものでありまして、現在においても、監

視活動の中で企業に直接行って帳簿を見て確認するという作業をしております。 

 前回に、件数については御紹介しましたけれども、結局は今、農水省の職員とかが直接

立ち入り検査という形でやらざるを得ない。圧倒的多くの食品事業者の方は真面目に取り

組まれていますので、突然来られることについては、すごく違和感があると職員がおしか

りをいただくということも聞いております。しかしながら、立ち入り検査を前もって通告

して行くわけにもいかず、以前、前もって通告して行って、全くわかっていないじゃない

かみたいな御批判を米の事件で浴びたこともあります。したがって、一定程度、計画的に

工場に行って、帳簿などを見て、今でも確認しているという作業をしております。 

 当然、全ての工場に行くことはできませんので、ターゲットを決めたり、状況を見なが

ら、ことしはこれにしよう、あるいはこういう工場にしようと、監視活動ですので、その

中身は明らかになっておりませんが、そういうことで工場にお邪魔して、確認していると

いう状況でございます。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 竹内委員、お願いいたします。 

○竹内委員 私自身が誤解していたのですが、可能性表示なのか、大括り表示なのかとい

うことで方向づけをすると思っていました。でも、先日、事前の打ち合わせのときに、ど

ちらでもいいという趣旨のお話が出ました。 

 今、９ページを拝見すると、大括り表示＋可能性表示の表示例ということで、「輸入又

は国産」「国産又は輸入」という案が出ているのですが、大括り表示のよさは、国産とい

うことが明確にわかるということだったと思います。可能性表示の場合には「又は」でつ

ながっているけれども、国別に表示が行われていて、情報性があるというところによさが
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あると思います。でも、この大括り＋可能性ですと、表示しているけれども、一体これは

何を伝えているのか。私自身は、これに関しては甚だ疑問を持っておりまして、ほかの委

員の方々はどのようにお考えなのかということを、お伺いしたいなと思っております。 

○森光座長 長屋委員、お願いいたします。 

○長屋委員 可能性表示なり大括り表示、これで消費者が満足できるかという議論でいき

ますと、そこは不十分、満足できないということであるのですが、それを実行可能性を見

きわめながらやっていくという中で、この検討に入っているのだと思います。そういった

意味では、消費者に情報をなるべくより広く伝えていくということの重要性から、この可

能性表示なり大括り表示なりの議論が今、各論に入ってきていると思っております。 

 この中でも、今、お話がございましたように、大括り表示と可能性表示を組み合わせた

ものについては、そこまでいきますと、消費者の方から少し行き過ぎた広げ方ではないか

と思われると思いますので、ぜひここは慎重に御検討いただければと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 その他、いかがでしょうか。 

 これまで、この検討会で、皆さんも事業者の方のお話を聞いていると思いますが、例え

ば製粉協会の常任理事の方であったり、日本ハムの品質保証部マネージャーから、可能性

表示、または国別表示について、意見がありました。また、大手さんでない製菓会社さん、

しょうゆ会社さんから意見がありました。または平牧工房さんのように、大括りでの表示

について認めますとの意見もありました。大括りということは、当初、竹内先生がそちら

のほうがいいと言ったのは、それだけ国産か外国産かを管理していないと出せない話です

ね。逆に言うと、それが重なれば表示できない事業者はいないということになります。 

 そういった中で、大括りと可能性の組み合わせの導入も認めると、皆様、これまでヒア

リングに来てくださった方々、この表示の導入に関しては大変ポジティブな御意見になる

可能性もあるのではと考えます。もちろん、その裏には、時間がないので、この文章を全

て御紹介できませんが、農水省さんと消費者庁さんに寄せられた御意見を伺ったところ、

可能性、大括り表示、またその組み合わせについて、中小さんにとっては大変ありがたい

話であるのも事実であるということを少しつけ加えた上で。 

 少し考えたいのは、先ほど武石委員からも出たように、「国産又は」と書いてあったと

きの印象といいますか、そういう情報がいかなるものか。必要かどうかを含めまして、消

費者側からもし御意見。これも５年前の検討会で、こういう大括りについては話されてい

るわけですから、池戸委員のほうから御意見。大括り＋可能性のところは意見が少し集約

されていますが、いかがでしょうか。 

○池戸委員 ありがとうございます。 

 まず、頭を整理しなきゃいけないのは、国別表示というのを消費者の方が求めているの

で、それをまず原則にするということだと思います。それで、どうしてもできない場合に

ほかの方法がとれるかどうかということだと思います。だから、中間加工原材料もそうで
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すけれども、あくまでも例外的で、どうしてもできない場合にやる。あくまでも国別に書

いていただく。それで、表示はもちろん原則なのですけれども、仕入れ先が頻繁に変わる

場合でも、企業の努力によって、ウェブとか。さっき、チェーン協さんのお話もありまし

たけれども、販売する方がかわりに消費者に教えてあげるとか、そういう努力のもとでや

るという形で一歩進むということが重要だと思います。 

 それで、可能性なり大括りなり、先ほどから出ていますように、非常に誰が見てもわか

りづらいというところを、表現としてできるだけわかりやすくというのが重要だと思いま

すが、いずれにしても、表示の仕方がこういうルールに基づくものですよという消費者へ

の普及・教育は、常にセットで、さっき夏目委員がおっしゃられたようにやる必要があり

ますし、それは国だけではなくて、消費者団体の方あるいは事業者の方が、これは御協力

いただくという形でする。 

 賞味期限・消費期限は過去の例ですけれども、１字違うだけで非常にわかりづらい。だ

けれども、今でも開封した後とか、そういうルールがわかっていないところがありますが、

あれはいろいろ努力して定着しているというのがありますので、そこの教育なり普及のと

ころでカバーせざるを得ないかなと思っています。 

 それで、大括りでないと情報提供できない。どこの国かというのがわからなくても、せ

めて国産かどうかをわかってもらうだけでも違うのではないか。それでも役に立つのでは

ないかという企業さんもおられると思いますので、そういうところがあれば、大括り表示

もあってもいいのかなと私は思っています。いずれにしても、義務だけじゃなくて、任意

のところも、企業努力という形なりで努力していただいて、初めてこの制度が機能するか

なと思いました。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 齊藤委員、お願いいたします。 

○齊藤委員 わかりやすさということが一方で求められるということが、共通している部

分だと思います。そのわかりやすさの象徴が、国別に行き着くところであります。それ以

外のところは、何らかの形でわかりにくさを背負っているということになるわけです。だ

から、そのわかりにくさを背負いながら、今、ここで可能性のあります表示の幾つかを示

しておられますけれども、それはそういう範囲において意味があることと理解しておりま

す。 

 ただ、先ほど例えば可能性表示という表現の仕方がどうかということがありますように、

その言葉をダイレクトに使ったのでは、消費者は理解に時間がかかるのではないかと思い

ます。例えばアイデアとして、Ａランクの表示、これは国別表示だと。Ａランクがぱっと

目に入れば、これはしっかりと国別の表示ができている。しかし、例えば事業者によって、

Ａという製品は国別で表示するけれども、Ｂは大括りでしか表示できないということもあ

り得るだろうと思います。それは、同じメーカーであっても、裏を見れば、Ａ表示、Ｂ表

示、Ｃ表示ということがあって、できるだけランクづけが消費者にとってわかるようにな
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る。 

 そして、その意味は何だ。例えばＡ表示はわかったけれども、Ｂ、Ｃという表示は一体

何なのかということは、これは時間をかけて啓蒙・啓発していく必要がある。そこには意

味がある。事業者の努力も一方ではあって、こういう表示の仕方が実現している。消費者

目線だけではなくて、事業者の努力もそこに反映して、表示ができるものは自社にあって

も、こういうランクづけの表示をこの商品はするということがわかっていくような仕組み

が必要ではないかと思います。 

 以上であります。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 近藤委員、お願いいたします。 

○近藤委員 大括り表示＋可能性表示の表示例が書いてありますけれども、赤字で書いて

ある「大豆（輸入又は国産）」だけではわからないのですけれども、注書きで、「大豆の

産地は平成○年の取扱い実績の順に表示」と書いてございます。これをあわせて読めば、

ここの括弧の中の表現に「又は」は要らなくて、「輸入、国産」で昨年の実績の順を表現

されたかったのかなと思うのですけれども、そういうことでよろしいのでしょうか。 

 先ほどの可能性表示を実績表示と呼んだほうがよろしいのではないかという御意見もご

ざいましたけれども、明確に何を表示されているかということがわかれば、この大括り表

示＋可能性表示でも認めていく方向でいいのかなという気もいたしました。ただし、注書

きなどで表現をしっかりとし、表示の意味が正確に伝わるようにしていただく必要がある

かと思います。 

○森光座長 ここの表現は、恐らく大括りのところは確実にその順番がわかっている。そ

れが製品のロットによってはわからないというときに、「又は」で、可能性でつないでい

ますので、実績としてはそうであってもということになってきます。なので、これで表示

できないものはなくなるということに、逆になっていく。一番ボトムのところにはなって

います。 

○近藤委員 ただし、「又は」を入れてしまうと、何を伝えようとしているのがわからな

い。この表現は、この中身を伝えようとしているのか、過去の実績を伝えようとしている

のかがわからなくなるということだろうと思います。 

○森光座長 こういったものを解決する方法としては、条件をもう少し厳しくという言い

方は変ですが、２か国だと、国産か外国産ということは、もう１か国しかないわけですか

ら、表示するとか。例えばパーセントの話は、誤認を防止するためのところを、国産に限

り、使用実績を１年だったり、もっと具体的な提示をする。すなわち、一番緩い表示方法

である反面、例えば国産に対する規定を設ける。そういう形で、同じ実績を挙げるにして

も、そういったものを挙げていくといった流れは、もちろん方法としてはあります。それ

が消費者ニーズ、また消費者の必要な情報にかなうかどうかも、もちろん問題ではあると

思います。 
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 いかがでしょうか。 

 永田委員、お願いいたします。 

○永田委員 私にはどうイメージしても、これでは全世界だろうというイメージしか出て

こないのです。それで、こんな表示しかできないの？というのが、今の私の思いです。 

 先般、オーストラリアの表示の例を出していただいたのですけれども、国産の使用割合

がグラフで何％と、すぐ目でわかるような表示をするのであれば大括り表示で誤認を防ぐ

ことは可能かもしれませんが、大括り＋可能性表示では消費者の方はなかなか納得してい

ただけないのかなと思います。 

○森光座長 とても率直な意見で、大事だと思います。 

 鈴木委員、お願いいたします。 

○鈴木委員 基本的には、国の名前を表示するというのが大前提だろうと思いますし、そ

れがどうしてもできない場合に、可能性なり大括りなりということかと思います。これは、

これでもって一つの表示方法だろうと思うのですけれども、ここにある、それを認める条

件の例というのが、実はこれ、ほとんどどれを見ても変わらないというか、余り大きく変

わっていないというのが実態だろうと思います。どうしても国の名前を表示できない理由

というのを、もう少し分析といいますか、はっきり見出して、それに合わせた条件、こう

いった場合には大括りを認めます、また、こういった場合には可能性表示も認めますよと

いう条件をもう少し詰める必要があるだろうなと思います。 

 もう一点、国の制度として、こういったものをつくったときに、既に実施している22品

目のほうは全て国名表示でやっているのですけれども、そっちのほうの品目をどのように

お考えになっているか、ちょっとそこだけはお聞きしておきたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

○森光座長 これは、事務局のほうでよろしくお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 先ほど鈴木委員から御質問のありました、今日、資料として御

説明した表示方法を認めた場合に、今の22食品群の表示ルールがどうなるのかということ

でございますけれども、この点につきましては、たしか第６回でございましたか、論点を

お示ししたときに、この22食品群及び４品目の扱いをどうするのかというのが入っておっ

たかと思います。そういう形で、事務局のほうから問題提起させていただいております。 

 ただ、これまで検討会でも、今、鈴木委員が言われた点については、委員からいろいろ

御発言があったかと思っておりますけれども、その中では、22食品群の今の表示内容につ

いては、新しい表示制度、仮にそれを見直してつくるとなった場合でも、維持してほしい

という御意見が多くあったと承知しております。ただ、この点も含めて、また委員の皆様

の間で御議論いただければと思っております。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 少し時間が押しましたので、資料１についての最後の10、11ページにわたります中間加

工原材料、表示としては「国内製造」とか「オランダ製造」という「○○製造」という形



28 

 

での表示について御意見等。特に、条件等ではなく、本質的には、こういう加工地云々の

ところから大きく違うようにも見えますが、大事なポイントですが、いかがでしょうか。 

 金井委員、お願いいたします。 

○金井委員 消費者の誤認を招かないというところからすると、中間加工原材料の製造地

表示というのはちょっと疑問があります。全農の自主基準の例を挙げますと、基本的には

海外製造の中間加工品の原料など原産地を知り得ないようなものを想定してこういう方法

を認めたらどうかと思っていたのですけれども、そうした前提条件もなく「○○製造」と

いう方法を認めてしまうと、いろいろな抜け道になってしまうおそれがありますし、この

制度の本来の趣旨に照らしていかがかなと思います。 

 資料の表示例の問題もあるのかもしれませんが、例えば、「りんご果汁（ドイツ製造）」

は、ドイツで製造されるけれども、果汁の原産国全ては把握できない、そういうこともあ

るかもしれません。 

 一方で、国内で製造される中間加工品、資料の表示例には、「小麦粉（小麦（アメリカ、

カナダ、オーストラリア、日本））」と書いていますけれども、実際には、パンの小麦粉

の原料小麦はこの国というように、用途別にかなり輸入元の国が限定されていることはわ

かっていて、そんなにたくさんの国の小麦を原料として使うケースは稀ですし、また、日

本の麦の仕向け先はほとんどうどん用の小麦粉に限られています。一部の例外はあります

けれども、小麦粉の場合は原料として外国産小麦を使用することが多いのですが、「国内

製造」と書いてしまうと国産小麦を使用しているという誤認を招くと思いますし、マヨネ

ーズの食用植物油脂もそうだと思います。 

 つまり、ほぼ国名が限定されている場合についてはいかがかなと思いますし、先ほど大

括り表示と可能性表示の併用という方法も提示されていますが、そこまでやるのだったら、

国内製造の中間加工品の原料についても十分対応可能ではないかと思うのです。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 岩岡委員、お願いいたします。 

○岩岡委員 全国消団連の岩岡です。 

 11ページを見ますと、製造地が日本ということになっておりますので、これは今の発言

とも共通だと思いますけれども、国産との違いがわかりづらいことになると思います。と

いうよりも、もっと前の話として、原料原産地を知りたいということについての検討なの

に、製造地という形で表示されても、ここで検討するテーマではないのではないかと思っ

ているということです。それで、こういう表示がされるとなると、そもそも国産を応援し

ていこうということで検討されていると思いますので、そのこととも矛盾が発生してくる

のではないかと思っているということです。 

 あわせて、資料２の２ページに、レトルトカレーで順位が２位まで表示の場合という例
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があって、「牛肉（オーストラリア）、チーズ（国内製造）」と表示されると、同じ括弧

で全く違う概念が表示されることになりますので、ここも極めてわかりづらくなってしま

うのかなと思います。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 先に毛利さんから。 

○毛利委員 私も今のお二方と同じ意見で、原料原産地を表示していこうという中で、製

造地を表示すると、まさしく優良誤認になるのではないかと思います。国産の原料を買い

たいという声が65.4％というデータがある中で、このように「国内製造」とあると、国産

であるのかなという誤認を生むのではないかと思います。また同じ理由で、先ほど議論が

ありました大括り表示＋可能性表示も、「国産又は輸入」という表示だと、国産のイメー

ジが強くなって、それこそ国産を求めている声に対して、正確に選ぶことができなくなる

と思いますので、私もこの点もいま一度考えたほうがよいと思います。 

○森光座長 お願いいたします。 

○田熊委員 皆さんの意見はそうかなと思うのですけれども、一番上に書いていますりん

ご果汁。EU内は人と物の動きが自由になっているので、このEU内だけでも考えていくと、

国別表示というのは難しいのかなと思っています。 

 以上です。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 全くもって個人的な情報かもしれませんが、たまたまこの表示に関して、私もお恥ずか

しい話ですが勉強していく中で、チョコレートという言葉が確かにこのように複雑になっ

ているのは当たり前でした。先ほど意見が出ているように、ちょっと検討会から外れると

いう意見はありますが、ドレッシングに使われている油の原料ごとにそれぞれ書くという

のは、ほぼ現実的ではありません。研究室の学生に、「製造」と書かれていて誤認するよ

うなことがあるかと尋ねたら、15人全員が意味がわかる。原産地と間違える学生もいない。

学生という年齢からかもわかりませんが、そういった意見が出ました。 

 そういう意味でいけば、情報としてはおかしくないというか、何とか油脂が出てきて、

食用油脂が出てきて、ごちょごちょと書いてあったり、先回問題になったぶどう糖果糖液

糖の中で、何とかの原料はどこでというよりは、そこはウェブ推奨、皆さんが言っていら

っしゃるとおりで、それこそ包材が大きくならないということとしてはあるべきかと考え

ます。 

 池戸座長代理がおっしゃられたように、どうしても国別表示原則でという中で、こうい

うふうにぽんと出てくると、これがどかっと目に大きく入りますが、現状として、チョコ

レート等は、それで原材料として使われているという実態もあり、考えてみると、確かに

食酢にしても、油にしても、複合原料というものの取扱いを１個の言葉だけであらわすの

は難しい。 
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 これをだめですよというより、より誤認を与えないためにどうすればいいか、またはこ

れで得られた情報は価値があるかというところで、いかがでしょうか。中間製造地という

イメージの中で。 

 池戸委員、お願いいたします。 

○池戸委員 今まで中間加工原材料という用語がずっと使われてきたので、違和感を感じ

ておられる方が多いのではないかと思います。ただ、製造と加工の定義の違いについて、

さっき事務局から御説明がありました。それで、本当は食品表示基準の定義からいくと、

製造に当たるものを加工と言っているのはという、そこの整合性のところが一義的に問題

があるのであれば、それは合わせなきゃいけないかと思いますが、逆に、国内で、この原

料原産地の話に関連するかどうかですけれども、単なるスライスしたものとか、天地返し

みたいなものも国内で加工したとなると、何となく誤認を与えるという背景もあるのでは

ないか。そんな感じで受けとめました。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 櫟委員、お願いいたします。 

○櫟委員 全てのというところから、外れてしまうのですけれども、液糖とか小麦粉とか

食用植物油脂とか、いろいろな原料を集めてつくっているものということを消費者の皆様

にも事業者が言うということにして、表示しなくてもいいという選択もあるのではないか

と、私、個人的に思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 この問題は常に出ています。ただ、この検討会で大きな柱をつくっていく中で、今、こ

れを例外にしましょうというのは、恐らく時間がないと思います。 

 富松委員が多分、一言言いたいということで、短い時間でよろしくお願いいたします。 

○富松委員 今の櫟さんのお話に相乗りさせていただきます。 

 前回、私は、果糖ぶどう糖液糖は、誰も求めていないので表示する必要はないのではな

いかと意見いたしました。それに対して、御意見として、線引きが難しいから、とりあえ

ず全ての原材料を対象にするほうが制度としてわかりやすいのではないかとの意見もあり、

前回、ここで議論が終わったと思っております。 

 ただ、私たちが今、議論しています横断的義務表示の中には、線引きをして、場合分け

をして表示をつくっているものがたくさんあります。なぜならば、無駄な表示をさせない

ため、無駄な廃棄が発生しないようにです。例えば、賞味期限の表示がない加工食品に、

砂糖とかアイスクリームがあります。あれも先輩方が一生懸命考えて、分類し、区分けを

して、無駄なロスを少なくするためにつくられました。 

 あと、例えばアレルゲンは、たんぱく質を含む全ての食品がアレルギーを引き起こす可

能性があります。その中で、危害、ハザードと頻度をきちんと考えて、その中から７特定

原料と20の準ずるものを選んで表示しております。栄養表示も、全ての加工食品に５つの

表示をしますが、それ以外の栄養成分については、全部分類し、区分けして、きちんと条
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件をつけて表示を作成しています。 

 したがって、今までの食品表示法、表示基準をつくるに当たっては、無駄をさせないと

いうところに先輩方は最大の努力を払っていただいていると思います。前回、申し上げま

したように、誰も求めていないものを表示の対象にするべきではないと思いますし、こう

いうことを大事にしていただきたいと思います。優秀な官僚の方があの程度の区分け、線

引きができないわけがないと思いますので、私は無駄なものは、誰も求めないものは、た

だただ事業者の負担にしかならないものは、表示からきちんと外してもらいたいと願いま

す。 

 今、全ての加工食品を対象とした表示制度を検討しています。せめて対象となる原材料

については、きちんとお客様のニーズを聞いて、必要なものを区分けして、線引きしてや

っていただきたいと思います。 

○森光座長 ありがとうございました。重要な御意見として、事務局等と、またこれにつ

いては考えていきます。 

 次の資料２のところ、最後に済みません。原材料の範囲の検討ということで、資料２全

体についていかがでしょうか。ありていに申してしまいますと、全ての食品について、一

体どこまでの表示という流れで、１位、２位の例を挙げております。そういった意味で、

いかがでしょうか。御意見等がございましたら、お願いいたします。 

 永田委員、お願いいたします。 

○永田委員 ３番の配合割合50％以上の場合というのは、外していただきたいと思ってお

ります。それだけです。 

○森光座長 我々も、それはきっと何も出ないので、これではなく、具体的に１位、２位、

３位、４位、５位とあると思うのですが、いかがでしょう。実行可能性を考えて。 

 齊藤委員のほうからお願いいたします。 

○齊藤委員 私は、前回、消費者サイドとしては、できるだけ重量順位で数が多いほうが

いいという趣旨の発言をいたしましたが、実行可能性でありますとか、広いところでこれ

にかかわっていただくという事業者の負担の問題からすれば、将来的なことは別にして、

導入時については重量順位１位ということも大きな選択肢ではないかなと思います。 

 それと、ちょっと逆戻りして申しわけないのですけれども、先ほどの中間加工原材料の

ことで一言だけ申し上げておきたいと思うのですが、表記の問題として、「国内製造」と

いうのは言葉として少し抵抗がある。しかし、ここに括弧して、例えば「国内製造」の前

に「輸入・国内製造」。入れているのは輸入ですよ。しかし、国内で製造しました。国内

産だという誤認を与えない工夫は、何かできるのではないかということだけ申し上げてお

きたいと思います。 

○森光座長 ありがとうございます。 

 時間がもう４時を回りますので、最後、走ってしまって申しわけありません。 

 ここで簡単にまとめさせていただくと、国別及び可能性表示に関しては、「頻繁に」と
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いうことに対して何か定義を定めるべきであるとの意見。 

 あと、国の数についても、「その他」という表記について意見が出たことを考えて、さ

らにそこにもしきい値を設けるべきではないかとの意見。 

 可能性という中で、信憑性を高める意味で、お金のかかることであるから、何らかの配

慮が必要である。もちろん、ウェブ表示でたくさんやられている会社があることは存じ上

げておりますが、消費者サイドとしては、ウェブ云々も実際に商品を買うときにという意

味では、これまでも永田委員を初め、皆さんから出ていますので、ウェブはこちらとして

は大きく推奨させていただきたいところですが、包材での表示を基本に求めたい。これに

ついても少し考えが必要である。 

 大事なところであります大括りと可能性を重ねたところに関しましては、大括りの見や

すさを含めて、齊藤委員からはＡランク、Ｂランク、Ｃランクのような意見。すなわち、

消費者側の啓蒙・啓発も重要であり、かつ、それについて、もう少し条件を考えて、誤認

が生じないようなやり方でやっていかないと、全世界というイメージになってしまうと、

それはよくないことであるとの意見。 

 最後のほうになってきますと、中間加工地であります製造地については、田熊委員から

出ましたように、実際にはEUのように移動が大きい原産地・加工地においては、物も人も

移動している。そういった意味で、原産地の国別表示は難しいとの意見。 

 かつ、富松委員からとても大きな課題をいただいたのは、無駄な表示をさせないための

例外規定は、改正する直前でも一生懸命考えるべきであるということは肝に命じて理解し

たつもりでおります。 

 そして、範囲に関しましては、最終的には50％というのはないであろう。また、皆さん

の総意ということで少し理解していますが、始めるに当たっては、上位１位までを念頭に

置いて、それに対して工夫していこうということで意見をなるべく集約したいと考えてお

ります。 

 それでは、議題のほう、その他が残っております。本日、御議論いただいた内容以外で、

これまでの御意見がまとめてあります。もし御指摘等がありましたら、時間の都合上、事

務局のほうへ。特に説明はよろしいですね。 

 では、最後に消費者庁、農林水産省から御発言があれば、お願いいたします。 

 まず、消費者庁の川口次長、お願いいたします。 

○川口消費者庁次長 今日も大変熱心な御議論、ありがとうございました。 

 今日は、座長の御指示のもと、国別表示を原則とした上でということで資料をまとめさ

せていただきまして、御説明させていただきました。国別表示を原則とするということに

ついて、重ねて多くの委員の方から御議論、御賛同の御発言もいただきましたし、そうい

うことを原則とすれば、その後の具体的な代替策についても少し見え方が変わってくる。

あるいは、実行可能性が出てくるなどの突っ込んだ御意見もいただいたと思います。今日

は、そういう実行可能性の意見、それから消費者の方にどういう情報を伝えていけるのか、
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誤認しないかということで、前回に比べますと、かなり収れんした御議論がなされたので

はないかと思います。 

 ただ、さらに慎重かつ精緻な議論が必要ということでございますので、本日の御議論を

よく消化した上で、座長と御相談して、そういう精緻な議論に耐えられるような資料を用

意させていただきたいと思っております。 

 ありがとうございました。 

○今城農林水産省消費・安全局長 農林水産省でございます。本日は、誠に御熱心、かつ

長時間にわたり、議論、ありがとうございました。 

 今、川口次長からございましたとおり、前回、明確ではなかった論点について、条件と

いう形、あるいはどういう場合があるのか、はたまたどういう誤認の可能性があるのかと

いうことについて、非常に多岐にわたる御意見をいただきまして、私ども、これから検討

しなければならないところが非常に多いなと感じました。それをいろいろな場合を想定し、

かつ皆さんが御納得いただけるようなところにどういうふうに一つ一つを考えていくかと

いうことにつきまして、次回にまた深めた提案をさせていただければと考えております。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

○森光座長 以上で本日の議事は終了いたしました。 

 次回は、前回及び今回の議論、すなわち皆さんからいただきました御意見をもとに、い

よいよ実行可能な方策についての取りまとめを見据えた議論という形で進めさせていただ

きます。 

 どうか、今回同様、御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局から連絡事項、よろしくお願いいたします。 

○赤﨑食品表示企画課長 次回の開催は10月５日水曜日を予定しております。詳細につい

ては、後日、改めて御連絡をいたします。 

 なお、本日、机の上に置かせていただいております、これまでの検討会資料のファイル

のつづり、及び要望書等のファイルつづりにつきましては、次回以降も随時、資料を補て

んしながら使いますので、そのまま置いていただきますようよろしくお願いいたします。 

○森光座長 それでは、本日の検討会を閉会させていただきます。 

 皆様、長時間、どうもありがとうございました。 
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